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東京都台東区立健康増進センターの指定管理者の選定について 

 

 

１ 対象施設 

    

２ 指定期間 

   令和７年４月１日から令和１２年３月３１日までの５年間 

 

３ 指定管理者の選定 

（１）選定方法 

台東区指定管理者制度運用指針３（１）及び（４）に基づき、対象施設を一括指定

して指定管理者を公募により選定する。 

 

（２）選定手続 

   指定管理者選定委員会を設置し、事業計画に基づき、管理水準やサービス向上への 

取組など、指定管理者としての適性を判定する。 

   ① 選定委員会の構成 

    外部の有識者と区職員を委員とする５名体制とする。 

    ・施設の設置目的に応じた専門的な見識を有する者 ２名 

    ・経営に関する専門的な見識を有する者 １名 

    ・施設利用者・地域住民の代表者等 １名 

    ・区職員 １名 

 

 

名称 所在地 施設概要 事業内容 

台東区立上野健康

増進センター 

台東区東上野四丁

目２２番８号 

台東保健所７・８階 

1055.20㎡ 

トレーニング

室、プール（歩

行用） 

区民の健康保持及び増進を図るこ

とを目的に、身体状況に応じた運動

プログラムの提供や専門スタッフの

指導など、区民の自主的な健康づく

りを支援する。 

 

台東区立千束健康

増進センター 

台東区千束三丁目

２８番１３号 

千束保健福祉セン

ター１階 

992.53㎡ 

トレーニング

室、集会室 

令和６年６月２０日 

保健福祉委員会資料 

健康部保健サービス課 
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   ② 選考基準（案） 

    東京都台東区立健康増進センター条例に定める基準のほか、次に掲げる項目を中 

心に審査を行う。 

 ・団体の実績・安定性 

 ・区の求める管理水準の確保 

 ・サービス向上への取組 

 ・運営効率化への取組 

 ・危機管理・安全確保の取組 

 

（３）その他 

   千束健康増進センターは、指定管理期間中に大規模改修工事(令和７年７月から令 

和８年１２月まで)を予定しているため、この間の取扱いについて区と指定管理者と 

で協議する。 

 

４ 今後の予定 

   令和６年６月  募集開始 

   令和６年８月  募集締切 

           第１回選定委員会【施設の視察及び選考基準の決定】 

   令和６年９月  第２回選定委員会【書類審査】 

   令和６年１０月 第３回選定委員会【面接審査】 

           【指定管理者候補者決定】 

   令和６年    第４回区議会定例会 指定管理者指定議案提出 

   令和７年４月  指定管理者との協定締結、指定管理業務開始 
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台東区指定管理者制度運用指針（抜粋） 

平成２０年１１月２６日策定  

平成２２年５月１１日改定  

平成２９年２月６日改定  

平成２９年８月３０日改定  

令和２年 ２月２８日改定  

令和５年  ４月  1日改定  

１．運用指針の位置付け 

台東区の公の施設において、指定管理者制度を適切に運用し、安定的な管理運営や、より一層

のサービス向上に資するため、この指針を策定する。 

 

２．適用方針 

（１）適用施設 

民間その他の団体のノウハウを活用することにより、サービス内容の向上や管理運営の効率化 

などが見込まれる施設については、適用対象とする。 

ただし、適用にあたっては、公の施設としての管理水準を良好に保つことを前提とする。 

 

（２）適用対象外とする施設 

（１）の要件を満たす場合であっても、次のいずれかに該当する施設については、適用対象外と

する。 

①法令等により、区が管理主体となることが定められている場合 

②区が管理運営を行うべきであると、区長又は教育委員会（以下「区長等」という。）が判断 

した場合 

 

３．指定管理者の選定方法 

（１）公募の原則 

指定管理者の選定は、原則として公募型プロポーザル方式により行う。 

 

（２）公募によらない選定 

次のいずれかに該当する場合は、公募によらない選定を行うことができる。ただし、現指定管 

理者を引き続き次期指定管理者とする場合に、下記①から④について、１１の（１）に定める内

部評価の直近の総合評価が７割未満で、かつ選定申し込みまでに改善が見込めない場合は、この

限りでない。  

①  施設の管理運営にあたり、利用者との高度な信頼関係の構築が求められ、事業運営の継 

ご参考 
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続性、安定性又はノウハウの蓄積を特に必要とする場合  

②  施設や収蔵品の寄贈にあたっての経緯などから判断して、その事業者に施設の管理運営

を行わせることが最適と認められる場合 

③  施設の管理運営にあたり、利用者との信頼関係の継続や安定的かつ継続的な事業運営、 

ノウハウの蓄積を特に必要とする場合 

④  区と密接な連携を図りながら区の政策を推進するため、行政支援及び補完機能を有する 

区の出資団体による管理運営が適切である場合 

⑤  複合施設となる建物において、上記いずれかの理由により非公募となる施設を有し、当 

該施設との一体的な管理運営が必要な場合 

⑥  その他やむを得ない事情により、公募する暇がない場合 

 

（３）継続の場合の特例 

（１）の規定に基づく施設において、指定期間の満了に伴い指定管理者を指定する場合であっ 

て、現指定管理者から提出させた事業計画書その他の書類を審査し、かつ、実績等を考慮して、

現指定管理者が施設の設置目的を最も効果的に達成することができると区長等が判断した場合

は、現指定管理者を公募によらないで再選定することができる。 

なお、この場合の再選定は、各施設について１回に限り行うことができるものとする。 

 

（４）複合施設等の一括指定 

同一の建物・敷地内に複数の施設が存在する場合（複合施設）や、区内に複数の類似施設が存 

在する場合については、効率的・効果的な管理運営を行う観点から、これらの施設について同一

の指定管理者を選定することができる。 

 

４．公募条件の設定 

（１）団体の種別等 

法令等に定めがある場合や、施設の設置目的からみて法人の種別等を限定することが望ましい 

場合は、これらの条件を付したうえで公募することができる。 

また、複数の団体で構成する共同事業体による応募も可能とし、この場合は必ず代表団体を定 

める。 

 

（２）応募団体の制限 

次のいずれかに該当する場合は、応募資格を認めないものとする。 

なお、募集要項で、各施設の状況に応じた項目を追加することができる。 

① 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当するもの 

② 台東区から指名停止措置を受けているもの 
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③ 会社更生法及び民事再生法等に基づき、更生又は再生手続きをしているもの 

④ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２項

に規定する暴力団及びその利益となる活動を行うもの 

⑤ 過去３年間の法人都民税、法人事業税、消費税及び地方消費税等を完納していないもの 

 

（３）兼業禁止規定の準用 

指定管理者制度の運用にあたっては、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９２条の２（議 

員の兼業禁止）、第１４２条（長の兼業禁止）、第１６６条（副市町村長の兼業禁止）及び第１

８０条の５（委員の兼業禁止）の請負禁止に係る各規定の趣旨を踏まえ、これらの規定を準用す

る。 

 

（以下、省略） 


